２６全商工連第２５７号（Ｅ）
平成２６年６月２０日
都道府県商工会連合会　会長　殿

全国商工会連合会

会長　石澤　義文

小規模事業者持続化補助金に係る第二次公募について

　平素は本会の事業推進に特段のご理解・ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
　標記事業については、貴会及び傘下商工会の多大なるご協力のもと、第一次公募の第一次受付で約２，５００件、第二次受付で約１０，７００件と当初予定を大幅に上回るご応募をいただき、一次・二次合計で約１０，０００件を採択することとしております。

　しかし、想定よりも申請が多く、補助金の予算枠を第二次受付までで、全て消化してしまうこととなったため、７月に予定していた第二次公募については、中小企業庁及び日本商工会議所と調整の結果、誠に遺憾ながら実施しないこととなりました。
　本会としては、商工会・商工会議所併せて約三万の小規模事業者が応募した事実に鑑み、本補助金の予算獲得について、平成２７年度当初予算及び本年度の補正予算に向けて、強力に要望活動を実施していくこととしております。

　つきましては、誠に恐縮ですが、このような状況をご理解いただき、傘下商工会への周知方お願い申し上げます。

　なお、経営計画策定セミナーにつきましては、小規模事業者支援法案においても商工会が小規模事業者の経営計画の策定を支援することとなっており、計画の策定については、本補助金の有無にかかわらず商工会にとって重要な役割であるため、引き続きの実施をお願いいたします。
（組織運営課　土井、福田、丹羽）
